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高齢化が問題となる中で，高齢者が疾病に応じた適切な医療を享受できる公共交通網の形成が必要である．

公共交通によって通院行動のしやすさを評価するにはアクセシビリティ指標が用いられることが多い．本

研究では，石川県小松市を対象として，路線バスによる小松市内全ての医療施設を対象としたアクセシビ

リティを評価する指標に，疾病別に高齢者の身体機能が坂道歩行に及ぼす影響の評価を組み合わせ，高齢

者の身体的側面を考慮した疾病別の医療施設へのアクセシビリティ指標の構築を目指す．また，需要量と

して国民健康保険データベースから得られる各疾病の患者数，供給量には各疾病に対応しうる医療施設へ

のアクセシビリティを用いて需給バランスを評価し，各地域の健康面から見た課題を明らかにする． 
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1. はじめに 

 

地方都市において，少子高齢化，人口減少，市街地低

密拡散化が問題となっている．これにより自動車交通へ

の依存，中心市街地の空洞化，公共交通の衰退といった

悪影響が循環的に起きている．この悪循環から脱却する

ためには持続可能な形で，高齢者をはじめとした市民が

サービスを享受できる公共交通網の形成が必要である． 

特に高齢化が進む中で，高齢者の通院行動のしやすさ，

さらには，高齢者の疾病に応じた適切な医療を享受でき

る公共交通網の形成が課題となる． 

このような場合，アクセシビリティ指標を用いて通院

行動のしやすさを評価することが多いが，一定以上の規

模を有する医療施設へ行ければ良しとし，専門医院や規

模の小さい診療科を対象外とするものや，疾病によって

目的地とする医療施設が異なることを考慮できていない

もの，さらには，その疾病による身体的側面を考慮して

おらず，公共交通サービスが提供されていても利用が困

難であることなど，疾病に応じた適切な医療を受けるこ

とが困難であるという事象は説明できないものがほとん

どである． 

そこで本研究では， 石川県小松市を対象とし，高齢

者の身体的側面を考慮した上で，路線バスによる小松市

内全ての医療施設を対象としたアクセシビリティ指標を

用いた評価モデルを構築する．具体的には，身体能力が

低下している高齢者は非高齢者より傾斜による負担を感

じやすく，歩行可能距離は短くなるという仮定のもと，

高齢者の坂道歩行時の影響を推定，さらには疾病別に歩

行可能距離を設定する．そして，従来用いられてきたよ

うなバスによる医療施設アクセシビリティ指標の考え方

を用いることで，，高齢者の身体的側面を考慮した疾病

別の医療施設へのアクセシビリティ指標を用いた評価モ

デルの構築を目指す．また，需要量として国民健康保険

データベースから得られる各疾病の患者数，供給量には
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各疾病に対応しうる医療施設へのアクセシビリティを用

いて需給バランスを評価し，各地域の健康面から見た課

題を明らかにする． 

 

  

2. 既往研究と本研究の位置づけ 

 

公共交通のサービスレベル評価にアクセシビリティ指

標を用いた研究は数多くなされている．中でも，身体的

機能と公共交通の利用可能性に関する研究として，喜多

ら(2012)1)の研究がある．喜多らは，これまで研究されて

きたアクセシビリティ指標は誰もが公共交通を利用可能

であることが前提とされており，実際には時間的に利用

可能な公共交通が運行していても身体的理由などにより

利用できない人が存在することから，身体的負担がアク

セシビリティ指標に及ぼす影響を組み入れることにより

個人レベルの新たなアクセシビリティを構築した．具体

的にはバス停までの距離，バス停までの経路の階段の有

無，バス停のベンチの有無，バスステップの高さなどを

考慮している． 

また，病院アクセシビリティに関する研究として，

佐々木ら(2013)2)の研究がある．佐々木らは，神奈川県を

対象に県内の存在する計85箇所のDPC病院と呼ばれる病

院を対象として，患者数の多い呼吸器系，循環器系，消

化器系の疾病それぞれについて病院へのアクセスのしや

すさを数値で表し，疾病別の需給バランスを評価した．

このとき，供給量には「病院情報局」で公開されている

月平均の退院患者数(平成20年)を，需要量には平成17年

度国勢調査による人口から推測した各町丁目の患者数を

用いている． 

これらの研究を踏まえ，本研究では，公共交通再編お

よび健康まちづくりの観点から，高齢者の疾病および身

体的側面を考慮した上でバスによる通院行動のしやすさ

を評価するため，疾病別の医療施設アクセシビリティ指

標を用いた評価モデルの構築を目指す．さらに，構築し

た指標と実績値である国民健康保険データからわかる地

域別の各疾病の患者数を用いることで各地域の健康面か

ら見た課題を把握する． 

 

 

3. 対象地域の概要 

 

(1) 小松市の特徴及び公共交通の現状 

小松市は石川県西南部に広がる加賀平野の中央に位置

している．また，建設機械などの重工業が発達しており．

北陸工業地域の一翼を担う工業都市である．さらに安宅

の関や那谷寺，粟津温泉など自然や文化の面でも恵まれ

ている． 

 

図-1 路線バス利用者数推移 

 

図-2 路線バス維持にかかる財政負担 

 

また，小松市の公共交通体系は，鉄道は3 駅(小松駅・

粟津駅・明峰駅），路線バスは15 路線2 事業者，タクシ

ーが9 事業者となっている． 

その中でも主な公共交通は路線バスである，平成21 

年から平成28 年までの路線バスの利用者数の推移を図-

1 に示す．利用者数は増加傾向にある．主な取り組みと

しては平成21 年に，65 歳以上高齢者，障がい者および

高校生を対象としたフリー乗車券として「らく賃パスポ

ート」を導入した．このパスポート提示で市内区間の対

象路線が乗り放題となる．「らく賃パスポート」の購入

者の内訳は，平成28 年時点で高齢者が652 人，障がい者

が94 人，高校生が350人であり，市外高校生を除いて小

松市民の利用者は計1096 人である．平成22 年には市内

循環線の再編，平成25 年には電気の力で走る環境にや

さしいEV バスを導入した．平成26 年には木場潟回遊線

の再編を行った．これらの取り組みもあり，利用者は増

加傾向にあるが，図-2 に示すように路線バスの維持に

かかる市の財政負担も年々増加している．主な要因とし

てはバス車両の更新やコミュニティバスの拡大による経

費増額と，らく賃パスポートの利用拡大による運賃補填

の増大が挙げられる． 
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(2) 公共交通に関するアンケート調査 

平成29年8月，小松市民を対象に，日常的な交通行動

及び公共交通の利用状況や改善ニーズなどを把握するこ

とを目的にアンケート調査を実施した．アンケート調査

票は一般無作為抽出により，一般市民(20 歳～79 歳) に対

して配布数2,500 のうち回収数は958，回収率は38％であ

る．また，その他に高齢者総合相談センターへの個別配

布で回収数が565，市内高校への個別配布で回収数が479 

である．よってサンプル数は一般市民は1523，高校生が

479 で，総サンプル数が2,002 サンプルである．  

a) バスを利用する主な目的 

過去1か月以内にバスを利用した人を対象に，バスを

利用した目的を尋ねた．その集計結果を図-3に示す．通

院と買い物等の回答数が多く，その次に多い趣味・余暇

と比較して2倍以上の回答がある．これは高齢者総合相

談センターへの個別配布により60歳以上のサンプル数が

多いことに起因していると考えられる．  

b) バスを利用する主な理由 

バスを利用した人を対象に，移動手段としてバスを利

用した理由を尋ねた．その集計結果を図-4に示す．「バ

スしか移動手段がない」，「バス停が近い」，「目的地

まで運行しているから」の3項目の票数が多く，移動手

段としてバスを選択する上で重要な項目であることが考

えられる．  

 

図-3 バスを利用する目的 

 

図-4 バスを利用する理由 

(3) 公共交通に関する市民ワークショップ 

地域公共交通の見直しの際に重要となる「住民の声」

を聞くため，平 成29年12月1日，小松市役所で市民向け

ワークショップを行った(図-5)．実際に挙げられた意見

の中には，「自宅近くにバス停がない」などのバス停に

関する課題，「目的地まで運行していない・乗り換えが

必要」，「本数が少なく不便」行く際のアクセスに不満

を持つ意見が多く挙げられた(図-6)． 

また，「自動車があるため路線バスは必要ない」とい

う意見がある一方で，「身体的に運転できなくなった時

や，免許返納後の移動が不安」といった内容の不安の声

も挙げられた(図-7)．これらのことから，バス停が遠い

と感じており，さらに医療施設まで運行していないため，

高齢者は免許返納後の移動に不安を持っていることが分

かる．したがって，免許返納後の高齢者が不自由なく医

療施設へ行けるような路線バスが必要であるといえる． 

 

図-5 ワークショップの様子 

  

図-6 医療施設へのアクセスに関する意見 

 

図-7 将来の移動に不安を感じている意見 
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(4) 小松市KDBデータの概要 

a) KDBシステムについて3) 

KDB(国民健康保険データベース)システムは，国保連

合会が保険者の委託を受けて 行う各種制度の審査支払

業務及び保険者業務共同電算業 務を通じて管理する

「特定健診・特定保健指導」，「医 療（後期高齢者医

療含む）」，「介護保険」等に係る情 報を利活用し，

統計情報等を保険者向けに情報提供する ことで，保険

者の効率的かつ効果的な保険事業の実施を サポートす

ることを目的として構築された． KDBシステムを活用

することは，情報共有だけではな く地域の健康課題に

ついて住民や健康づくりに関わる者 が認識を共有し，

問題意識を持つ一助となる可能性がある．住民の健康が

維持・増進（地域の健康水準の向上） し，国保や介護

保険の安定的な運営を実現することは， 国が取り組む

社会保障と税の一体改革の趣旨にもかなう ものであり，

KDBシステムを全保険者に活用するとが期 待される． 

b) KDBデータ項目の概要 

用いるデータ期間は平成25年10月から平成26年9月ま

での1年間，対象とするサンプルは期間内に外来受診し

た65歳以上高齢者である23,639人である．データ項目に

は住所，年齢，院外来区分，費用額，糖尿病，高血圧症，

虚血性心疾患，脳血管疾患といった主要な疾病や，その

ほかに持っている疾病等が複数記してある．本研究では，

これらの疾病を循環器系疾病，呼吸器系疾病，消化器系

疾病，耳鼻咽喉系疾病，筋骨格系疾病，皮膚形成系疾病，

眼科系疾病，歯科系疾病の8区分に分類した，これらを

用いて，各疾病を持つ高齢者数を地域ごとに算出する． 

 

 

4. 提案するアクセシビリティ指標 

 

(1) 疲労の反映 

高齢者は非高齢者と同じ時間，同じ距離歩いたとして

も，平坦な道と傾斜のある道とではそれぞれ疲労の感じ

方が異なると考えられる．そこで本研究では，身体能力

が低下している高齢者は非高齢者より傾斜による負担を

感じやすく，歩行可能距離は短くなるという仮定のもと，

坂道歩行時に消費される代謝エネルギー量に基づいて道

路距離を勾配に応じて換算した距離を推定する． 

また，道路勾配の推定および負荷を考慮した換算距離

を推定する一連の手法は中平ら(2017)4)の既存研究と同じ

手法を用いる． 

a) 道路勾配の推定 

本研究ではesri ジャパンが道路網ネットワーク分析用 

に提供している道路網 Data Collection を分析に用いる．し

かしこの道路網データには標高や道路勾配データを含ん

でいない．そのため，国土交通省国土地理院により公開

されている数値標高モデル10mメッシュデータを用いて，

標高の10mメッシュデータから図-8に示す傾斜角ラスタ

ーを生成し，各リンクに含まれる傾斜角の平均値𝜃%を

各リンクの勾配として与えた． 

 b) 道路勾配の負荷を考慮した換算距離の推定 

坂道歩行時に消費される代謝エネルギー量に基づいて，

道路勾配の負荷を考慮した換算距離を推定する．代謝エ

ネルギー量は本来，体重や体組織など多くの要素によっ

て決定されるものであるが，ここでは高齢者の代表的な 

値の平均値を用いる．高齢者にとっては上り坂に限らず

下り坂においても意識して速度を落として歩行しなけれ

ばならず抵抗感を感じるという認識のもとで，同じ勾配

の上り坂と同等の負荷をを感じるとし，勾配の上り下り

の違いは考慮しないものとする．これらを考慮し，高齢

者の道路勾配ごとの単位重量に対する代謝エネルギー量

𝐸は式(1)で表される． 

𝐸 = 1.0232𝑥2 + 0.3174𝑥 + 0.0582 

ここで，𝑥は道路勾配 𝜃% に対して𝑥 = 𝜃/100の関係

を持つ値である．また，道路勾配 𝜃% の時の代謝エネル

ギー量を𝐸(𝜃) とすると，経路距離 𝐿に対する換算距離

𝐿(𝜃)は式(2)で表される． 

𝐿(𝜃) = 𝐿 ×
𝐸(𝜃)

𝐸(0) 

式(2)で求めた換算距離𝐿(𝜃)を各リンクに与えた．な

お，各リンク𝑙の勾配を𝜃𝑙としたときの各リンクの換算

距離を𝐿(𝜃𝑙)とする． 

 

図-8 小松市の傾斜角図 
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(2) 高齢者の歩行限界距離の設定 

バス停及び医療施設までの距離が長くなると徒歩でア

クセスする抵抗が徐々に増え，ある限界を超えると到達

できなくなる．その距離がバス利用及び医療施設へのア

クセスに及ぼす影響は換算距離の考え方を介して組み込

むが，歩行限界距離を超える場合はアクセシビリティは

0とする． 

本研究では，小松市と同様の石川県の3地域(金沢市，

珠洲市，加賀市)において高齢者の生活圏域の実態をヒ

アリングによって調査しそれぞれの地域の市民の外出距

離を算出した西野ら5)6)7)の研究を参考に，各地域の規模

等を比較し，直線距離でおよそ350[m]と設定，さらに腰

塚ら8)の理論(道路距離＝1.3×直線距離)より，歩行限界

距離を道路距離で450[m]と設定した．さらに，距離を時

間換算するときに用いる歩行速度𝑣には，健常な高齢者

のおよその平均速度といわれる72[m/min]を用いる．よっ

て，歩行可能時間は6.25[min]とする．ただ，この点につ

いては個人差が大きく，必ずしも検証されていないので

今後検討が必要である． 

 

(3) アクセシビリティの評価尺度 

一般にアクセシビリティを評価するためには施設まで

の距離や時間などが重要な要因となる．本研究では国勢

調査(平成27年)より得られた人口が存在する250mメッシ

ュの重心を出発点とし，出発地点から施設までの総時間

を交通コストとする．さらに，受けることができる医療

サービスレベル(施設の魅力度)を含めて，医療施設への

アクセシビリティとする． 

ここで，医療施設の魅力度として，一般的に病床数や

退院患者数，などが用いられることが多いが，本研究で

は医師数を用いる．これは本研究では規模の小さい診療

所や専門医院も対象としているため，入院設備自体存在

しないことや，全施設について患者数などの実績となる

値を把握することは困難であるが，医師数であればある

程度，医療施設の規模と比例しており，医師数が多けれ

ば医師一人当たりのサービスを受けることができる患者

も多くなると考えたためである． 

 

(4) 計算方法 

はじめに，次の記号を定義する．前述したものについ

ては省略する． 

𝐼：出発地点(250mメッシュ単位)の集合． 

𝐽：出発地点𝑖 ∈ 𝐼の最寄りバス停の集合． 

𝐾：到着地点(医療施設)の集合． 

𝐵：各バス停の便の集合． 

𝑇𝑖𝑘：出発地点𝑖 ∈ 𝐼から到着地点𝑘 ∈ 𝐾の所要時間． 

𝑡𝑤𝑖𝑗：出発地点𝑖 ∈ 𝐼から最寄りバス停𝑗 ∈ 𝐽の歩行時間． 

𝑡𝑏：バスによる移動時間(乗り換えが必要な場合は乗

換え時間も含む)． 

𝑡𝑏𝑚𝑖𝑛：各バス停の便𝑏 ∈ 𝐵のうち，到着地点𝑘 ∈ 𝐾の

最寄りバス停まで最短で行くことのできる便

を用いたときのバスによる移動時間(乗り換え

が必要な場合は乗換え時間も含む)． 

𝑡𝑤𝑗𝑘：降車バス停から到着地点𝑘 ∈ 𝐾までの歩行時間． 

𝑡𝑤𝑖𝑘：出発地点𝑖 ∈ 𝐼から到着地点𝑘 ∈ 𝐾へ直接歩く場

合の歩行時間． 

𝐸𝑘：到着地点𝑘 ∈ 𝐾の魅力度(医師数)． 

𝛼：距離逓減パラメータ＝0.05． 

𝛿𝑗𝑘：
{

= 1 𝑡𝑏 ≤ 1.5𝑡𝑏𝑚𝑖𝑛

= 0 𝑡𝑏 > 1.5𝑡𝑏𝑚𝑖𝑛
 

これらを用いて，地点𝑖 ∈ 𝐼におけるアクセシビリテ

ィ𝐴𝑖は次の式で表される． 

𝐴𝑖 = ∑ ∑ 𝛿𝑗𝑘

𝐾

𝑘=1

𝐽

𝑗=1

𝐸𝑘𝑒(−𝛼𝑇𝑖𝑘)

 

ここで， 

{
𝑡𝑤𝑖𝑘 ≤ 6.25[min]の場合 𝑇𝑖𝑘 = 𝑡𝑤𝑖𝑘     

𝑡𝑤𝑖𝑘 > 6.25[min]の場合 𝑇𝑖𝑘 = 𝑡𝑤𝑖𝑗 + 𝑡𝑏 + 𝑡𝑤𝑗𝑘
 

式(3)で示した𝛿𝑗𝑘は，最寄りのバス停を使って各医療

施設へアクセスする際に，それぞれ最短時間でアクセス

できる便以外の便を使う際，乗り換えが必要な場合など

で，あまりに遠回りする便や，乗換待ち時間があまりに

長くなってしまう便を利用することは考えにくいため，

本研究では，最短時間でアクセスできる便の1.5倍程度

の所要時間を許容範囲とするのが妥当と考え，それより

短い時間でアクセスできる便のみを考慮することを意味

している． 

式(5)では，出発地点から，前述した歩行限界距離(歩

行可能時間)内に存在する医療施設へは直接徒歩でアク

セスし，それ以外の医療施設へは徒歩とバスを組み合わ

せてアクセスすることを意味している． 

距離逓減を表すパラメータ𝛼は本来，パーソントリッ

プ調査や現況OD表および現況のゾーン間距離を用いて

推定するべきであるが，今回は便宜上0.05という値を用

いたため今後検討が必要である． 

以上に示した方法により，式(4)に当てはめることで，

250mメッシュ単位の地域別の医療施設アクセシビリテ

ィ値𝐴𝑖を算出できる．また，このアクセシビリティ値

は各地域からそれぞれの医療施設へのアクセシビリティ

値の総和となり，最寄りバス停の各便に対して計算を行

う．よって，便数が多いほど足し合わせるアクセシビリ

(4) 

(5) 

(3) 
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ティ値が多くなるため，各地域の最寄りバス停の便数が

多く，より多くの医療施設へより短時間でアクセスでき

るほどアクセシビリティ値は高くなる． 

さらに，疾病別のアクセシビリティ値𝐴𝑖は対象とす

る疾病に対応可能な医療施設のみを抽出したものを到着

地点の集合𝐾とすればよい． 

 

 

5. 医療施設アクセシビリティの計算 

 

本章では，これまで述べた方法を用いて，最も患者数

の多かった循環器系疾病を対象とした医療施設アクセシ

ビリティの計算結果について紹介する． 

 計算によって導かれた各メッシュのアクセシビリティ

値𝐴𝑖を見える化した図を図-9に示す．バスの便数が多く，

また医療施設が比較的多く存在する中心部においてアク

セシビリティ値が高くなっていることが分かる．それ以

外にもバス停からの距離が短いメッシュもアクセシビリ

ティ値が高い．しかし，バス停近くであってもそれが対

象となる医療施設へアクセスしずらいバス停の場合アク

セシビリティ値は低く出ている．さらに，アクセシビリ

ティ値が0のメッシュはバス停までの距離が歩行限界距

離を超えてしまう公共交通空白地域であることを意味し

ている．  

次に，KDBデータより算出した地域別の循環器系疾病

を持つ高齢者数を，メッシュ単位に同定し，各メッシュ 

図-9 各メッシュのアクセシビリティ値 

における患者数を見える化した図を図-10に示す．また，

対象サンプル数は14,378人であった．鉄道駅(小松駅，粟

津駅)周辺や主要道路沿線付近などは小松市の中心市街

地であり，人口も多いため患者数も当然多いことが分か

る．その他にも集中しているエリアが点在している． 

さらに，各メッシュにおける循環系疾病患者数を需要，

アクセシビリティ値𝐴𝑖を供給量として需要量と供給量

の比率を比較することで，需要量に対して供給量が低い

地域を割り出すことができる，つまりはその地域が課題

のある地域となる．しかしこの方法は相対評価であるこ

とに留意する必要がある． 

また，ここでは需要量に対する供給量を需給率(アク

セシビリティ値𝐴𝑖  /需要量(人))と定義する．各メッシュ

における需給率を次ページの図-11に示す． 

図-9，図-10と図-11を見比べると，図-9，図-10は中

心部が主にアクセシビリティが高い，患者数が多い地域

であることが分かるが，図-11を見ると，中心部におけ

る需要量に対する供給量が必ずしも多いわけではないこ

とが分かる．逆に中心部からやや離れた，アクセシビリ

ティがやや高く患者数が少なめの地域において，需要量

に対する供給量が多くなる傾向があることが分かる．よ

って，アクセシビリティが高くても患者数に対しては十

分な利便性がない可能性や，一方でアクセシビリティが

低くても患者数に対して十分な利便性を保てている可能

性がある地域を視覚化することができた．このように，

他疾病に関しても同様の手順を踏むことで，特定の区分 

 

図-10 各メッシュにおける循環系疾病患者数 
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図-11 需給率(需要量に対する供給量) 

の疾病に対して課題がある地域を割り出すことができる． 

 

 

6. まとめと今後の課題 

 

本研究は，高齢化や路線バスの衰退といった問題を抱

える一方で，今後はより一層バスによる医療施設へのア

クセスのしやすさが重要になると考えられる石川県小松

市を対象として，主に歩行能力の低下という高齢者の身

体能力を考慮した上で，市内の全医療施設を対象とした

疾病別の医療施設アクセシビリティ指標による評価モデ

ルを構築した． 

さらに，アクセシビリティ値を供給，実績値である国

民健康保険データ(KDB)から分かる各地域における各疾

病の患者数を需要としたときの，需要量に対する供給量

の比率を需給バランスとして見える化することで，地域

の健康面から見た課題を明らかにした．また，ここでは

紹介していない疾病に関しても同様の分析が可能である．

ここで，現時点の実績値であるKDBデータを用いて需

給バランスを評価したが，将来人口推計など予測データ

を用いればその時点での需給バランスを予測評価できる

ため，それに合わせたバスネットワークの検討にも有用

なものであると考える．しかしこのとき，各疾病のアク

セシビリティは他疾病と関係しない，独立したものであ

る点や，需給率は相対評価であることに留意する必要が

ある． 

本研究の課題として，一点目は，主に4章(2)の内容に

関係する．ここでは高齢者の身体能力は歩行能力にしか

着目していないことや，その個人差までは考慮できてい

ないことである．アンケート調査やヒアリングなどを用

いて個別に把握し，KDBデータと組み合わせながら，

指標の計算に反映する必要があると考える． 

二点目に，アクセシビリティの計算に用いるパラメー

タの検討である．本来はその地域でもっともらしいパラ

メータをパーソントリップ調査や現況OD表および現況

のゾーン間距離を用いて推定するべきである． 

三点目に，需給バランスの評価方法である．本研究で

用いた評価方法は相対評価であり，需給バランスの取れ

ていない可能性のある地域を割り出すことはできるもの

の，確実に課題があり改善を求められる地域を割り出す

には絶対評価を用いる必要がある．またそれには他市と

の比較や，需給バランスの基準となる値を定めることな

どが求められると考える． 
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